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背景・目的

石炭灰の分野別有効利用量の推移

セメント分野以外（土木や農林・水産分野）

石炭灰の有効利用量拡大

石炭灰排出量：年間1,100万トン程度
有効利用量の約7割がセメント分野

石炭灰を活用する環境配慮型技術の開発 水産資源の回復と海域環境の改善
石炭灰の有効活用策の拡大
天然資源の消費抑制
環境影響の低減

低炭素社会と持続発展可能な
循環型社会を実現

■背景

■目的 （出典：石炭灰全国実態調査報告書,JCOAL,2025）
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開発目標と技術課題 ：②アサリ漁場改善

石炭灰と他の地元産業副産物を活用し、
環境安全性と生物親和性に優れたアサリ漁場
改善用石炭灰混合基質を開発する

環境安全性・生物親和性の確保
強度・耐久性の確保
密度の適正化
基質収容方法・設置方法
低コスト化製造技術

網袋（採苗） 被覆網（採苗・育成） 石炭灰混合基質
（破砕タイプ）

■技術課題■開発目標

②アサリ漁場改善用石炭灰基質開発
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2025年度研究成果：②アサリ漁場改善（実海域干潟育成試験）
■石炭灰基質によるアサリ増産効果

増産効果軟体部乾燥重量
（C）

殻付き湿重量
（B）殻長生残率

（A）基質の種類
A×CA×B
3.12.61.731.461.161.79石炭灰開発

基質 2.82.51.601.421.131.78バイオマス灰
2.92.61.621.471.151.79軽石従来

基質 1.91.71.351.241.081.40砕石
111111原地盤（基質無し）

石炭灰基質のアサリ増産効果＝生残率×殻付き湿重量

殻付き湿重量ベース ：原地盤の2.6倍 > 当初の目標 ：2倍
：砕石の1.5倍

軟体部乾燥重量ベース ：原地盤の3.1倍
（身入り） ：砕石の1.6倍
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2025年成果と事業化に向けた課題
対応課題2025年度の成果

1. 2カ年程度のモニタリング
調査を継続実施

2. 植食魚侵入防止ネットの
運用手法を継続検討

3. 関東地区や沖縄地区で
の新規展開に着手

1. 継続モニタリングによる磯焼
け対策効果の立証

2. 食害生物対策との連携手
法の確立

3. 他海域での普及･展開

• 4海域（北海道・秋田・福岡・鹿児島）での
実海域機能評価完了

• 効率的製造手法の確立（プレミックス方式、ア
ジテータ車方式）

• 経済性評価：コスト分析による販売予想コスト
を試算

• 事業性評価：サプライチェーン・バリューチェーン
分析によるビジネスモデル提案

藻
場
再
生

1. ﾘｻｲｸﾙ材活用への漁協の
理解醸成、行政支援

2. 基質の覆砂厚さ低減検
討及び施工方法改善

3. 再委託先ﾈｯﾄﾜｰｸ活用、
養殖用基質用途展開

1. 実規模スケールアップ試験に
よる機能性確認

2. 被覆網併用覆砂工法のコス
ト低減

3. 他海域及び他用途での普
及・展開

• 熊本での実海域機能評価完了
• 干潟育成アサリの軟体部分析：身入り評価
（経済価値）

• 経済性評価：コスト分析・コスト試算
• 事業性評価：サプライチェーン・バリューチェーン
分析によるビジネスモデル提案

ア
サ
リ
漁
場

1. 対象案件の設計段階に
おける事前協議

2. 対象地域でのサプライ
チェーン構築

3. 海洋工事の対象物に応
じた事業者調整

1. 事業者（風力発電等）へ
のPR

2. コストダウン（材料、製造の
標準化）

3. 他海域及び他用途での普
及・展開

• 秋田での実海域機能評価完了
• 袋型根固め材の安定性評価
• 袋型根固め材の海域からの回収及び回収後の
人工石材の評価

• 経済性評価：コスト分析・コスト試算
• 事業性評価：サプライチェーン・バリューチェーン
分析によるビジネスモデル提案

洗
掘
防
止
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ご清聴ありがとうございました


